
団体名    

　◎　2018.11.14　定期大会　議案書の運動方針に記載（抜粋）

香川働き方改革推進会議構成員団体における取組について

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年10月～令和元年９月）　　　  

１．令和元年度の働き方改革推進に向けての取組方針とその明文化について

２．働き方改革に関する周知、支援等の具体的取組について

３．働き方改革関連法の全面施行に向けての中小企業・小規模事業者支援の具体策について


日本労働組合総連合会香川県連合会（連合香川）

・「働き方改革」については、70年ぶりに労働法制が大きく見直された。

①「時間外労働の上限規制の導入（36協定の締結・遵守）」

なお、適用が猶予・除外される自動車運転業務・医師・教師など、すべて

の働く者の健康と安全を確保する取り組みを実施する。

② 年次有給休暇の時季指定義務（5日の取得について）

②「同一労働同一賃金」の事前導入による格差是正

③「高度プロフェッショナル制度」の対象業務・年収要件の点検

④「勤務間インターバル」の導入の推進

◎「Action！36」 確実・適正な36協定の締結に向けた取り組みを県内（全国）に展開した。

実施期間：2018年9月～2019年3月末（主な行事のみ記載）

連合本部の取り組み：「36ハンドブック」「過半数代表に関するリーフレット」作成

「過労死防止シンポジウム」、「学習会」の実施

関係団体との連携強化

3月6日を「36協定の日」と制定（日本記念日協会へ登録）

連合香川の取り組み： 2月16日「中小労組学習・交流会」

働き方改革関連法を踏まえた労働組合の取り組みについて

2018年12月・2月 全国一斉労働相談ホットラインを実施

（県内主要な駅頭にて周知活動を展開）

（マスコミ報道の効果により、相談件数が急増する）

労働時間等に関する街宣活動（12月～3月）

◎連合岡山とのCM協賛 「なんでも労働相談ダイヤル」テレビCMスポット放送

（2019年4月～6月 山陽放送）

◎同一労働同一賃金 9月14日「中小労組学習・交流会」 本部講師による学習会

◎機関紙（毎月発行） 働き方改革に関する取り組みを記載

◎中小企業に対する不公正な取引の撤廃を要請（各団体）

大企業と中小企業の間の格差を是正するには、公正な「取引関係」の確立が必要である。「合理的

な理由なく値引きさせる」「発注者の事情のみで価格を一方的に決める」「契約にない無茶な要求

をする」などの不公正な取引行為は、独占禁止法の優越的地位の濫用や、下請法などの法令違反の

可能性があることからも、ルールを守り、対等な価格決定ができる「公正な取引慣行」を実現する

ことで、格差のない社会を実現していくことを要請した。



団体名　　香川県経営者協会

〇香川働き方改革推進支援センターの取組み（令和元年9月末現在）

１．香川働き方改革推進支援センターの開設　　平成31年4月1日　

２．専門家の選定　　センター長２名、専門家１４名

３．事業PR　　協会ホームページに専用コーナーを設定、ちらし５万枚、ポスター５００枚

４．商工会議所展示コーナーを２回利用し、事業周知

５．プッシュ型開拓　商工会議所、よろず支援拠点、各企業に　　１０７件

６．相談会　商工会議所（6か所）、よろず支援拠点など２１２回の申し込みがあり実施中

８．相談実績　１３５件

９．専門家派遣　２７件

　＊６および９については、社会保険労務士会に専門家の派遣を依頼

〇香川県経営者協会の会報やホームページ等での取組み

１．毎月発行の会報やホームページへの働き方改革に関する法整備等の周知

２．働き方改革に資する労働法ビジネスセミナー等の実施（４回実施）

（会報 6件、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾟ 15件）

　引き続き、商工会議所やよろず支援拠点、社会保険労務士会等と連係をはかりながら、相談会の実施や
企業への派遣をすすめるとともに、ホームページを通じて情報を提供し、働き方改革の推進に寄与してい
く。

香川働き方改革推進会議構成員団体における取組について

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年10月～令和元年９月）　　　  

７．セミナー　商工会議所、よろず支援拠点、綾川町、香川労働局などから要望に応じて専門家を派遣
　　実績・予定も含め　５８回　うち３５回は実施済

３．働き方改革関連法の全面施行に向けての中小企業・小規模事業者支援の具体策について


１．令和元年度の働き方改革推進に向けての取組方針とその明文化について

　当協会では、昨年に引き続き、香川労働局から「令和元年度　中小企業・小規模事業所等に対する働き

方改革推進支援事業」を受託した。

　取り組み方針としては、香川働き方改革推進支援センターの開設、周知、利用勧奨、地域の実情に応じ

た中小企業等へのプッシュ型開拓（協会の企画立案に基づく企業訪問による開拓の実施）、セミナーや相

談会への専門家派遣、商工会議所等との連携などに取り組む。

　これらは、協会総会、理事会において、議案書により、当協会役員や会員企業に承認を得て進めてい

る。

２．働き方改革に関する周知、支援等の具体的取組について



回数

1 令和元年７月17日～令和２年１月29日 毎週水曜日 26回

2 令和元年７月24日～令和２年３月18日 毎週水曜日 32回

3 令和元年８月７日～令和２年３月18日 毎週水曜日 31回

4 令和元年８月６日～令和２年３月24日 毎週火曜日 31回

5 令和元年８月１日～令和２年３月19日 毎週木曜日 33回

6 令和元年８月２日～令和２年３月13日 毎週金曜日 30回

183回

回数 参加者

89人

13:30～16:00 ﾅﾚｯｼﾞｵﾌｨｽ・ﾊﾟｰﾄﾅｰ
ｽﾞ代表 藤原敬行 氏

センターと
連携

センターと
連携

独自開催

15:30～16:30
多度津商工会議所

・中小企業のための働き方
改革、個別相談

・業務改善手法の基礎

社会保険労務士

高橋由理香 氏
25人

働き方推進支援ｾﾝﾀｰ
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

12人

※今後も２回程度開催予定

52人
14:00～15:30 岡田猛志 氏

3 9月10日 高松商工会議所
会館

・採用力に繋がる働き方改革
～制度を見直し働きやすい職
場作りで生産性もアップ～

㈱アクトプロ 人事
戦略部ﾏﾈｰｼﾞｬｰ

計

３．働き方改革関連法の全面施行に向けての中小企業・小規模事業者支援の具体策について

・香川働き方改革推進支援センターと連携した働き方改革出張相談会の開催や経営支援を通して

適宜情報提供を行う。

　※各回とも社会保険労務士が相談に応じる

日時 場所 テーマ 講師

8月23日

2
8月28日 高松商工会議所

会館

1
・働き方改革関連法改正のポ
イント及び取組み事例

高松商工会議所

丸亀商工会議所

坂出商工会議所

観音寺商工会議所

多度津商工会議所

香川働き方改革推進会議構成員団体における取組について

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年10月～令和元年９月）　　　  

計


１．令和元年度の働き方改革推進に向けての取組方針とその明文化について
　
　　

２．働き方改革に関する周知、支援等の具体的取組について

●香川働き方改革推進支援センターと連携した働き方改革出張相談会の開催（県下６会議所）

●働き方改革セミナー

善通寺商工会議所

開催日（13：30～15：30）

　団体名　　香川県商工会議所連合会（高松商工会議所）

・令和元年度事業計画において「働き方改革関連事業」（新規）と位置付けて推進している（高松）

　働き方改革関連法に関するスムーズな理解と対応を促すため、セミナーを開催するとともに、

　個別相談会を開催し、中小企業の持つ不安や悩みの解消に努める。

会議所名



経営支援員研修においてテーマ「働き方改革と職場環境の改善について」を実

県内各商工会への通知

１．令和元年度の働き方改革推進に向けての取組方針とその明文化について

２．働き方改革に関する周知、支援等の具体的取組について

令和元年5月発行

説明会等

平成30年9月26日 経営支援員研修においてテーマ「働き方改革と労務管理」を実施。

令和元年5月28日 商工会役員研修会にて「同一労働同一賃金ガイドライン」についての説明会を実

施。

令和元年8月22日

施。

令和元年7月発行 会報「ＭＡＤＯ」へ香川県・香川労働局等よりの「働き方改革等に関する協力要

請」に関する記事を掲載。

令和元年9月発行

会報「ＭＡＤＯ」へ専門家からのワンポイントアドバイスにて社会保険労務士に

会報「ＭＡＤＯ」へ専門家からのワンポイントアドバイスにて社会保険労務士に

よる「働き方改革」第2回を掲載。

働き方改革推進支援事業関連の周知依頼について（働き方改革・春季労使交渉対

「働き方改革」に係る事業者向けリーフレットの送付について

策講演会・H30年度　労働法実践セミナー）

平成30年12月12日 「働き方改革関連法」のリーフレット、様式に関する電子媒体のご利用に係る周

香川働き方改革推進会議構成員団体における取組について

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年10月～令和元年９月）　　　  

平成30年10月26日

平成30年10月29日

平成30年12月10日

平成30年12月11日

会報誌への掲載

よる「働き方改革」第1回を掲載。

集作成を掲載。

会報「ＭＡＤＯ」へ香川県商工労働部労働政策課の「働き方改革」取り組み事例

平成３０年度かがわ働き方改革推進トップセミナーの開催について

働き方改革リーフレット(改訂版）の周知について

「働き方改革関連法説明会」の周知依頼について

団体名　　香川県商工会連合会

「働き方改革」に向けた支援

　長時間労働の是正、同一労働・同一賃金等の働き方改革に向けて、中小企業・小規模事業者への啓蒙

普及を実施するとともに、雇用関係助成金等の活用を支援する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議案書等への記載　　有）

知依頼について

平成31年1月21日



３．働き方改革関連法の全面施行に向けての中小企業・小規模事業者支援の具体策について


働き方改革関連法の施行に向けた周知啓発について

令和元年6月3日 「働き方改革のヒント」及び「働き方改革支援ハンドブック」のご案内

令和元年6月12日 働き方改革の推進等に関する要請について

得、労働時間の適正な把握）

平成31年2月22日

香川県働き方改革推進支援センターによる働き方改革推進支援事業の取組みにつ

令和元年7月5日 大企業・親事業者の働き方改革に伴う下請等中小事業者への「しわ寄せ」防止の

平成31年1月24日 働き方改革の対応について（時間外労働の上限規制、年５日の年次有給休暇の取

ための総合対策の周知のご協力のお願い

　各商工会では、経営指導員等による周知・相談及び専門家派遣を活用した相談指導を実施している。

　連合会としては、各商工会で実施される支援に対し、情報提供および専門家の派遣を実施している。

いて

令和元年7月31日



団体名　香川県中小企業団体中央会

３．働き方改革関連法の全面施行に向けての中小企業・小規模事業者支援の具体策について


　引き続き、セミナーの開催等会員団体を通じた周知、支援に努めます。

・指導員向けの勉強会を開催（２月、本会主催で四国４県中央会幹部職員対象）

・組合事務局代表者等を対象とした働き方改革セミナーの開催（４月）

・会員団体単位でのセミナーの開催への支援（１月と５月と９月、のべ４組合）

・毎年実施している労働事情実態調査の本年版において、「年５日の年次有給休暇取得（付与）義務につ
いての質問項目を追加（７月実施）
　※「付与義務」について「知っていた」の事業所が86％あり、認知度は高いと考えられますが、
　 具体的な対応については「方策を検討中」26％「特に考えていない」12％とこれからの事業所
　 も見受けられました。

・若手後継者を対象とした働き方改革セミナーの開催（１１月予定）

・機関誌「かがわの中小企業と組合」での広報（２月、５月、７月）

香川働き方改革推進会議構成員団体における取組について

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年10月～令和元年９月）　　　  

１．令和元年度の働き方改革推進に向けての取組方針とその明文化について

　
　総会議案書には、直接的に働き方改革の推進に関する記載はありませんが、基本方針のひとつとして、
「雇用・労働関係事業の推進」として定めております。
　人手不足感が強い中での「働き方改革」への対応は、会員団体・組合員企業にとっても喫緊の課題と
なっており、組合等連携組織を通じた人材の確保や事業承継を見据えた人材育成事業の支援等に取り組ん
でおります。

２．働き方改革に関する周知、支援等の具体的取組について



団体名　一般社団法人香川労働基準協会

３．働き方改革関連法の全面施行に向けての中小企業・小規模事業者支援の具体策について


・11月18日に水町教授を講師とする働き方改革関連法読み解きセミナーを香川労働局と連携して開催する
など、今後とも、働き方改革の実現に向けて、周知・啓発に努めてまいります。

・周知については、機関紙「労基かがわ」を毎月5日に3,700部発行しており、昨年10月号から働き方改革
関連法の概要を3回に分けて連載したほか、働き方改革関連法のQ&Aの掲載、香川県働き方改革推進セン
ターの案内など働き方改革に関連する記事を別添のとおり毎月掲載し、周知を図っております。

・普及啓発については、昨年10月に香川労働局と連携して、治療と仕事の両立支援を主な内容とする香川
健康づくりセミナーの開催や政府の働き方改革実現会議のメンバーである東京大学の水町教授を講師とす
る働き方改革セミナーの開催のほか、年間を通じて、各労働基準監督署と連携して、働き方改革関連法の
説明会の開催など、働き方改革関連法に関するセミナー、講習会等を別添のとおり34回開催し、3,138名に
対して、働き方改革関連法の普及啓発を図っております。

香川働き方改革推進会議構成員団体における取組について

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年10月～令和元年９月）　　　  

１．令和元年度の働き方改革推進に向けての取組方針とその明文化について

　
　令和元年度事業計画の基本方針に「・・、本年4月から順次施行されます働き方改革関連法の時間外労働
の上限規制や年5日の年次有給休暇の時季指定義務などに適切に対応する必要があります。このため、香川
労働局及び各労働基準監督署と連携を密にして、・・働き方改革関連法の対応等について、機関紙「労基
かがわ」や安全衛生・労務管理講習会等で情報提供や研修の機会の提供に努めてまいります。」と具体的
に明記し、事業場に対する働き方改革関連法の周知・啓発に努めています。

２．働き方改革に関する周知、支援等の具体的取組について



 (一社)香川労働基準協会 

働き方改革に関する取組について(平成 30年 10月～令和元年 9月) 

当協会は、県下 5支部、2,500 の会員事業場で組織されており、香川労働局、各労働基準 

監督署と連携して、働き方改革関連法の周知・啓発に努めております。  

 

取組 時期 記事の内容 

広報 

・機関紙 

「労基かがわ」 

・毎月 5日発行 

・3,700 部 

10月 5 日 ・働き方改革関連法の概要(第 1 回) 

（時間外労働の上限規制、勤務間インターバル制度） 

・働き方改革関連法等読み解きセミナーの案内 

（12／4 レクザムホール） 

・事業者、産業保健スタッフのための治療と仕事の両立支援の研修会の案内

(11／13 観音寺市民会館) 

11月 5 日 ・過労死等防止月間(11月) 

・働き方改革関連法の概要(第 2 回) 

（年次有給休暇の時季指定義務、月 60 時間越の残業割増賃金率の引上げ、

労働時間の客観的把握) 

・10╱12の働き方改革セミナーの開催結果 

・年次有給休暇の時季指定義務の Q＆A 

・10／3の介護福祉関係事業所労務管理講習会の開催結果 

12月 5 日 ・働き方改革関連法の概要(第 3 回) 

（フレックスタイム制の拡充、高度プロフェッショナル制度、産業医、産業

保健機能の強化） 

１月 5日 ・香川県働き方改革推進支援センターの案内 

2 月 5日 ・香川県地域両立支援推進チームの案内 

・年次有給休暇の時季指定義務のポイント 

・香川労働局長のベストプラクティス企業の職場訪問結果 

・事業者、産業保健スタッフのための治療と仕事の両立支援の研修会の案内

(2／12 丸亀市生涯学習センター 2╱22 高松テルサ) 

3 月 5日 ・36協定届の記載例 

4 月 5日 ・平成 31年度労働行政の基本方針と最重点施策 

（働き方改革の推進の一体的な取組支援） 

・36協定の適正な締結 

6 月 5日 ・香川県働き方改革推進支援センターの案内 

7 月 5日 ・働き方改革関連法に関する説明会の案内 

（8／21～2╱20 13 回、13会場） 

・同一労働同一賃金 Q&A 

8 月 5日 ・業務改善助成金の案内 

・年次有給休暇の時季指定義務 Q＆A 

9 月 5日 ・長時間労働につながる短納期発注などの取引慣行の見直し 

・働き方改革関連法等読み解きセミナーの案内 

（11／18 レクザムホール） 

・過重労働解消のためのセミナーの案内 

(11／14 高松センタービル) 



取組 時期 内容 

普及啓発 

・セミナー等開催 

・本部は労働局

と共催 

・支部は労基署

と 

 共催 

10 月 4 日 

 

10 月 12 日 

 

10 月 15 日 

 

10 月 19 日 

・香川健康づくり推進セミナー(本部)（136 名） 

（企業における治療と仕事の両立支援） 

・働き方改革セミナー(本部)（311 名） 

（時間外労働の上限規制、同一労働同一賃金、勤務間インターバル制度） 

・粉じん健康障害防止対策講習会(高松支部)（57 名） 

（働き方改革関連法の概要） 

・働き方改革関連法説明会(高松支部)（53 名） 

11 月 6 日 

11月 13日 

11月 19日 

11月 20日 

11月 22日 

11月 26日 

・働き方改革関連法説明会(丸亀支部)（32 名） 

・働き方改革関連法説明会(丸亀支部)（61 名） 

・労務管理説明会(働き方改革関連法の概要)(大川支部)（98 名） 

・働き方改革関連法説明会(丸亀支部)（39 名） 

・人事労務管理セミナー(働き方改革関連法の概要)(三豊支部)（16 名） 

・働き方改革関連法説明会(高松支部)（63 名） 

12 月 4 日 

12月 18日 

・働き方改革関連法読み解きセミナー(本部)（60 名） 

・働き方改革関連法説明会(高松支部)（43 名） 

1 月 18 日 

1 月 23 日 

・大学向け労働法教育セミナー(働き方改革関連法の概要)(本部)（19 名） 

・働き方改革関連法説明会(高松支部)（84 名） 

2 月 19 日 ・高校向け労働法教育セミナー(働き方改革関連法の概要)(本部)（32 名） 

6月 5日 

6月 6日 

 

6 月 10 日 

6 月 13 日 

 

6 月 14 日 

6 月 20 日 

・安全週間周知会(働き方改革関連法の概要)(大川支部)（107 名） 

・安全週間周知会(働き方改革関連法の概要)(三豊支部)（146 名） 

・小豆島地区安全週間周知会(働き方改革関連法の概要)(高松支部)(61 名) 

・直島地区安全週間周知会(働き方改革関連法の概要)(高松支部)(36 名) 

・安全週間周知会(働き方改革関連法の概要)(坂出支部)(136 名) 

・高松地区安全週間周知会(働き方改革関連法の概要)(高松支部)(231 名) 

・安全週間周知会(働き方改革関連法の概要)(丸亀支部)(210 名) 

・管理監督者労務・安全衛生管理講習会(本部)(20 名) 

（働き方改革関連法の概要） 

7 月 19 日 

 

7 月 30 日 

・道路貨物運送業労働災害防止講習会(高松支部)(80 名) 

（働き方改革関連法の概要） 

・金属/機械器具製造業労働災害防止講習会(坂出支部)(74 名) 

（働き方改革関連法の概要） 

8月 7日 

 

8 月 28 日 

・動力機械による災害防止講習会(三豊支部)(29 名) 

（働き方改革関連法の概要） 

・メンタルヘルス対策研修会(働き方改革関連法の概要)(丸亀支部)(32 名) 

9月 3日 

9月 4日 

9月 5日 

9月 5日 

9月 6日 

9月 9日 

9 月 10 日 

・労働衛生週間説明会(坂出支部)(155 名) 

・直島地区労働衛生週間説明会(高松支部)(29 名) 

・高松地区労働衛生週間説明会(高松支部)(189 名) 

・労働衛生週間説明会(大川支部)(107 名) 

・労働衛生週間説明会(三豊支部)(137 名) 

・労働衛生週間説明会(丸亀支部)(210 名) 

・小豆島地区労働衛生週間説明会(高松支部)(45 名) 

 



団体名　香川県社会保険労務士会

　・社労士研修システム講座「働き方改革関連法研修」の配信（平成30年10月より 連合会）

　・働き方改革関連法研修（伝達研修）に会員を代表して１名が出席（平成31年２月 連合会）

　・「働き方改革」推進により活力ある企業を創る！

（平成31年３月　坂出商工会議所主催「企業向上セミナー」に共催）

　・働き方改革関連法研修（地域研修）を会員向けに開催（平成31年３月）

　・連合会ホームページに「社労士のための働き方改革特設サイト」を開設

（平成31年３月より 連合会）

　・「平成31年度中小企業・小規模事業者等に対する働き方推進支援事業」に参画（連合会）

　　※月刊社労士に掲載（連合会発行）

　　※当県会の会員から15名を派遣型専門家として登録し、商工団体等へ派遣

　・事業主への周知用パンフレット「働き方改革法改正で何が変わるの？」の作製（連合会）

　・『女性の活躍促進に向けた働き方改革』

（令和元年9月　坂出市主催「坂出市男女共同参画シンポジウム」に後援）

　・「働き方改革　中小どう向き合う？」座談会記事を掲載

※令和元年10月16日朝刊　全国ブロック紙、地方紙（連合会）

　・「平成31年度中小企業・小規模事業者等に対する働き方推進支援事業」に参画（連合会）

　・働き方改革関連法に関する社労士セミナーを開催予定

　・労働法実践セミナー「働き方改革と労働時間管理」を開催予定

　　　　　　　　　　　　（令和元年11月 香川県経営者協会と共催予定）

　・同一労働同一賃金に関する研修会（令和２年２月開催予定）

３．働き方改革関連法の全面施行に向けての中小企業・小規模事業者支援の具体策について


香川働き方改革推進会議構成員団体における取組について

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年10月～令和元年９月）　　　  

１．令和元年度の働き方改革推進に向けての取組方針とその明文化について

・働き方改革への対応は、業種・業態・規模を問わず、企業にとって対応が必要となり、また、それが企
業の成長や人材の確保・定着に大きな影響を及ぼすものと考えます。香川県社会保険労務士会は、全国社
会保険労務士会連合会（以下「連合会」という。）と連携して、労務管理の専門家である社会保険労務士
が、企業の働き方改革への対応の支援を実施しています。また、更なる支援等の検討を行います。
・政府が推し進めている「働き方改革」に基づく法改正の概要や実務的なポイントを解説する「働き方関
連法研修」を連合会及び中国四国地域協議会と連携して実施し、社会保険労務士の働き方改革の推進に的
確に対応できる社会保険労務士の養成に努めます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議案書等への掲載　有）

２．働き方改革に関する周知、支援等の具体的取組について













団体名　　　香川県

３．働き方改革関連法の全面施行に向けての中小企業・小規模事業者支援の具体策について


　
　別紙；令和元年度かがわ働き方改革推進事業を参照

【平成30年度】（平成30年推進会議以降の実施事業について）
《かがわ働き方改革推進トップセミナー》
　経営者などのトップを対象にした、働き方改革の理解を深めるための２種類のセミナーを開催した。
　①企業・行政トップセミナー
　　　開催日時：平成30年12月19日（水）　14時～15時半
　　　会　　場：高松商工会議所　２階大ホール
　②中小企業経営者・人事労務担当者向けセミナー
　　　[高松会場]　※香川働き方改革推進会議と共催
　　　　　　　　　　　開催日時：10月18日（木）　14時～16時30分
　　　　　　　　　　　会　　場：サンポートホール高松　第２小ホール
　　　[東讃会場]　　　開催日時：11月12日（月） 14時～16時
　　　　　　　　　　　会　　場：クアパーク津田　シルクホール
　　　[中・西讃会場]　開催日時：11月28日（水） 14時～16時
　　　　　　　　　　　会　　場：丸亀市猪熊弦一郎現代美術館ミュージアムホール
《働き方改革推進アドバイザー》
　県内中小企業にアドバイザーを派遣、働き方改革の説明や事例紹介、各種認証制度について紹介、働き
方改革について意識化を推進した。
　○実施時期：Ｈ30年４月～Ｈ31年３月
　○訪問企業数：３０３社
《かがわ働き方改革推進大賞》
　かがわ働き方改革推進宣言企業等のうち、優れた成果が認められる事業所を「最優秀賞」の知事賞とし
て表彰を行った。
　○最優秀賞受賞企業：㈱ラブ・ラボ（高松市　印刷業）
《働き方改革モデル企業サポ―ト事業》
　コンサルティングを希望する企業に社会保険労務士等の専門家を派遣し、年間を通じて企業の状況に応
じたコンサルティングを実施するとともに、その成果をリーフレットにまとめ、県内取組み事例として広
報した。
　５社を選定して、実施した。
《働き方改革環境づくり助成事業》
　働き方改革宣言を行い、社内労働環境の整備や、在宅勤務等の柔軟な働き方の推進を行う企業のうち、
優れた事業計画を作成した企業に対し、その取り組みに要する経費の一部を助成するとともに、その成果
をリーフレット等として作成した。
　８社を選定し、実施した。

【令和元年度】別紙参照

香川働き方改革推進会議構成員団体における取組について

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年10月～令和元年９月）　　　  

１．令和元年度の働き方改革推進に向けての取組方針とその明文化について

　企業の働き方改革の取組みや、労働環境の整備などを支援し、「魅力ある職場づくり」を推進すること
で、企業の持続的な発展のため優秀な人材の確保、定着を支援する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議案書等への記載　有）

２．働き方改革に関する周知、支援等の具体的取組について



香川県商工労働部労働政策課

令和元年度 かがわ働き方改革推進事業

働き方改革関連法周知啓発事業

中小企業等の経営者や人事担当者に対し、改正労働時間法制や同一労働同一賃金など、
働き方改革関連法のポイントを説明するセミナーや個別相談会を開催する。

○第１回
テーマ：改正労働時間法制
開催日時：令和元年７月２３日(火） 参加者 229人

会場：サンポートホール高松 講師：安西   （弁護士）
○第２回

テーマ：同一労働同一賃金
開催日時：令和元年10月30日（水）
会場：高松市商工会議所 講師：安西   （弁護士）

[高松地区] ※香川働き方改革推進会議のフォーラを兼ね、共催予定
開催日時：10月18日 14時～16時30分
会場：サンポートホール高松 第２小ホール
内容：開会 香川県・香川労働局挨拶

働き方改革啓発促進事業

①「かがわ働き方改革推進宣言」制度

働き方改革について、目標を設定し、宣言を行った企業等

について、県ＨＰに企業名や宣言内容を掲載するとともに、
「jobナビかがわ」に宣言企業であることをマークで明示する。

②働き方改革に関する表彰、広報・啓発等

働き方改革推進宣言企業等のうち、優れた取組みを行っている企業を「かがわ働き方改

革推進大賞」として表彰する。

働き方改革推進アドバイザー事業

県内中小企業に働き方改革を推進するためのアドバイザーを派遣し、働き方改革の説明や
事例紹介、各種認証制度等の紹介、一般事業主行動計画の策定支援など、企業における働
き方改革を推進する。

年間訪問予定：300社
実 施内 容 :  ○働き方改革の必要性の説明

○「かがわ働き方改革推進宣言」制度、「かがわ女性キラサポ宣言」
制度の周知及び登録の働きかけ

○一般事業主行動計画の策定支援

○関係機関のセミナーや研修会、助成金等の情報提供
○働き方改革関連法関係のチラシの配布 ほか

事業の目的

県内企業の「働き方改革」を進め、労働環境の整備や、柔軟な働き方の推進を支援することで、「魅
力ある職場づくり」を促し、人手不足の解消などを目指す。

事業概要

＜かがわ働き方改革推進事業＞

働き方改革環境づくり助成事業

働き方改革宣言を行い、社内労働環境の整備や、在宅勤務等の柔軟な働き方の推進を行う企

業のうち、優れた事業計画を作成した企業に対し、その取組みに要する経費の一部を助成すると

ともに、その成果をリーフレット等で広報する。
今年度は９社を選定し、実施中。



＜働く女性活躍促進事業＞

働く女性活躍応援セミナー実施事業

女性が結婚や出産後も安心して働き続けられる環境を整備するためのセミナーを実施する。

①キャリアデザインセミナー
[第１回] 開催日時：令和元年11月11日（月）

会 場：co-ba takamatsu
[第２回] 開催日時：令和２年２月頃

会 場：調整中
②人事・労務担当者向けセミナー

開催日時：令和２年１月頃
会 場：調整中

働く女性活躍促進啓発事業

①女性のための出張お仕事相談会

就労に関する相談や再就職に役立つ情報の提供などを行う相談会を開催する。

②「かがわ女性キラサポ宣言」制度

女性が活躍できる職場環境づくりに積極的に取り組んでいる企業等の目標を自主宣言し、
宣言内容を県ＨＰに掲載するとともに、「ｊｏｂナビかがわ」に宣言企業であることをマークで
明示する。

③「子育て行動計画策定企業認証マーク」制度
一般事業主行動計画を策定した企業（従業員100人以下） にマークを交付し、県HPに

企業名や計画内容を掲載するとともに、「ｊｏｂナビかがわ」にマーク取得企業であることを明
示する。

④女性活躍促進に関する表彰、広報・啓発等

キラサポ宣言企業のうち、優れた取組みを行っている企業等を表彰するとともに、新聞・
ホームページ等を活用した情報発信等を行う。



団体名　　　四国経済産業局

３．働き方改革関連法の全面施行に向けての中小企業・小規模事業者支援の具体策について


●四国管内で各県労働局と連携し、主に8月以降、働き方改革説明会にて、親事業者から下請事業者への働
き方改革に伴うしわ寄せ防止について説明を行った。

●毎月、概ね１０件強、下請事業者に対し、ヒアリング調査を実施する中で、働き方改革についても取組
状況等を確認した。

●生産性向上に関連する補助金公募情報をホームページ、メルマガにより、配信するとともに、補助金説
明会の開催や団体等が主催する会議で情報提供を行った。

香川働き方改革推進会議構成員団体における取組について

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年10月～令和元年９月）　　　  

１．令和元年度の働き方改革推進に向けての取組方針とその明文化について

●親事業者から下請事業者への働き方改革に伴うしわ寄せ防止に向け、香川労働局をはじめとした関係機
関とも連携しながら、親事業者への周知徹底、下請事業者への訪問等によるヒアリング調査を実施する。

●上記ヒアリング調査の際には、しわ寄せ防止の観点だけでなく、自社の働き方改革推進の際の課題や問
題点についても確認し、中小企業者の生声として集約するとともに、各種施策資料を状況に応じて配布
し、利用可能な支援策を積極的に活用するように促す。

●企業の働き方改革を推進するため、生産性向上特別措置法や地域未来投資促進法等により、企業の新た
な設備投資を後押しするほか、ものづくり・商業・サービス補助事業、IT導入補助事業など、生産性を向
上させる支援施策を提供することで、企業の取組を支援する。

２．働き方改革に関する周知、支援等の具体的取組について



団体名　　　香川労働局

香川働き方改革推進会議構成員団体における取組について

（１）2021年（R3）4月に改正パートタイム・有期雇用労働法が中小企業・小規模事業者に適用され
　　ることを踏まえた説明会の実施
（２）「香川働き方改革推進支援センター」や経済団体、各関係機関とのより密接な連携を通じた
　　周知の実施
（３）「働き方改革関連法説明会」等において、人材確保等支援助成金の活用（魅力ある職場づく
　　り・生産性向上・人材確保）や雇用の分野における障害者の差別禁止・合理的配慮・相談業務
　　（予定）の周知啓発の実施

１．令和元年度の働き方改革推進に向けての取組方針とその明文化について

２．働き方改革に関する周知、支援等の具体的取組について

３．働き方改革関連法の全面施行に向けての中小企業・小規模事業者支援の具体策について


（１）経済団体４団体に対する働き方改革に関する要請
　　　　　　　　　　　（R1.6.11　香川県、香川県教育委員会、四国経済産業局と共同で実施）

（２）労働局長による企業トップへの要請　２０回

（３）労働局幹部による各経済団体、関係機関等への要請　　４７回

（４）説明会等の実施
　　　・労働局、監督署・安定所主催　７６回（H30.10、H31.1、R1.7　働き方改革関連法説明会ほか）
　　　・他機関主催　　　　　　　　　４３回
　
（５）広報誌等への原稿掲載　１７回　（労基かがわ　他）

（６）企業への直接的支援
　　　・事業場訪問時の関連法説明や働き方・休み方改善コンサルタント訪問時のアドバイス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６１件
　　　・監督署支援班による支援　　　　２３９件

（７）「香川働き方改革推進支援センター」事業を通じた支援

（８）その他
　　　・大企業等の働き方改革に伴う中小事業者への「しわ寄せ」防止にかかる四国経済産業局
　　　との連携
　　　・各団体等に所属していない事業主に対する周知
　　　　　四国管内の税務署に対するリーフレット配布、確定申告の際のリーフレットの配布
　　　　　労働保険年度更新の際のリーフレット配布
　　　　　金融機関との連携に基づく周知協力依頼
　　　・働き方改革関連法パンフレットの作成（6000部）、配布
　　　・労働局、全監督署・全安定所封筒に関連法の内容を印刷

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年10月～令和元年９月）　　　  

　働き方改革の推進の一体的な取組支援を、香川労働局の行政運営にあたっての最重点施策と位置付け、
働き方改革に取り組む中小企業・小規模事業者等に対する支援等や長時間労働の是正・抑制及び年次有給
休暇の取得促進等について、労働行政運営方針に明記の上、取組を進めている。


